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この演説と、続く自由討論の記録の 

全文は、次のブログに掲載されます。 

                                         http://blog.goo.ne.jp/simin13401seisaku 

はじめに 

 岩国は激しい航空機騒音があり騒音軽減のためタッチアンドゴーを硫黄島に移し滑走路

の沖合移設を行っている最中に、厚木基地の騒音軽減のため空母艦載機 59 機の受け皿にさ

れる米軍再編が決められました。艦載機が移駐すると極東一の米軍基地になり、騒音の更

なる増加も懸念されるため、住民投票で移駐を否決し、その 3 年後には騒音訴訟も起こし

ました。その翌年に普天間判決が出ました。 

日米関係において、日本の主権は踏みにじられています。でもその理由が分かりません。

「日米安全保障条約と日米地位協定」も読みましたがさっぱり分かりませんでした。しか

し、「孫崎亨著：戦後史の正体」「前泊博盛著：日米地位協定入門」を読むと、日本の主権

が戦後一貫して削ぎ落とされていく様子やその元凶が安保条約で「密約」「司法への介入」

「恣意的な運用」などがあることが分かりました。私はパナマ侵攻など米国がすることを、

「もし日本がしたとしたら国際社会はどうするのだろうか」置き換えてみていました。日
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本なら袋叩きになるようなことでも、米国は押し通してしまいます。そんなことを念頭に

入れ、もう一度「安保条約」読みなおして見えてきた問題と騒音訴訟や普天間判決につい

てお話したいと思います。 

基地公害とは 

米軍の航空機騒音、土壌汚染、それに自然破壊などは基地公害です。それを全く規制で

きないのが問題です。 

岩国の基地公害の最大な問題は航空機の騒音ですが、航空機の排気ガス、燃料の空中投

棄、廃燃料の野外燃焼などの公害も無視できない問題です。航空燃料には有害物質が含ま

れており土壌汚染や健康被害が懸念されます。 

沖縄は、騒音はもちろんですが、基地返還跡地の有害物、タール状物質、ＰＣＢ、カド

ミウム、砒素、６価クロム、フッ素、油分、鉛、アスベストによる土壌汚染が大きな問題

になりました。それに自然破壊もあります。未確認ですが、揮発性有機化合物、殺虫剤、

重金属、ジェット燃料などの汚染も疑われています。日本にはないと言われていた枯葉剤

で健康被害を受けたと元沖縄駐留兵士が米国政府相手に昨年訴訟を起こした報道がありま

した。岩国に枯葉剤の汚染がないのか気になります。 

返還基地の土壌汚染の除去を日本の負担で行っています。爆音訴訟や米軍関係者が起こ

した事件事故など米国側に責任がある場合の賠償は 75%を米国が負担することになってい

るが負担しないので、日本の負担になっていると言われています。 

岩国市発行の「基地と岩国」によると、岩国基地は、危険だったから沖合移設 

 沖合移設は 1968 年 6 月 F-4C ﾌｧﾝﾄﾑが九州大学構内に墜落した事故がきっかけで、岩国

周辺でも墜落や部品落下、着艦ワイヤーの飛散などが 1948～2009 年の間に 90 件の事故が

あり、2007 年 10 月 24 日にハリアーが今津川河口に墜落したことなど、一歩間違えれば

工場を巻き込む大惨事になるような事故などが書かれています。 

沖合移設の目的は航空機の墜落、搭載物の落下事故から住民の生命財産や化学工場への

墜落の大惨事の危険と航空機騒音による日常生活上の障害から「安全で快適な生活環境を

実現」させるためと書かれています。 

それなのに、騒音が増大する艦載機移駐への疑問 

政府は、米軍再編で艦載機を岩国に移駐させ、厚木基地の騒音を解消すると言っていま

すが、厚木で駄目な騒音は、岩国でも駄目に決まっています。 

艦載機が 59 機と空中給油機 15 機が移駐すると、2 倍の機数になります。しかも、艦載

機のパイロットは着艦技量維持に訓練が欠かせないそうです。昼夜関係なく訓練するので

すから、せっかく硫黄島に移した騒音がよみがえるのは確実です。政府は低騒音機以外の

NLP はしないと言っていますが、FCLP とタッチアンドゴーをしないとは言っていません

ので、するでしょう。NLP をしないから騒音が軽減するというのもまやかしです。その言

葉を信じてしまった市民もいますが、仮に NLP を岩国以外でするとしても岩国から飛び立

ち訓練を終えて帰るのは夜間や夜半過ぎになるでしょう、騒音が軽減すると言われても信

じられません。その訓練場が今のところありません、岩国で実施する可能性が大です。 

ちなみに、FCLP と NLP は空母に着艦する技量試験で、昼間が FCLP、夜間が NLP で
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す、それに着艦訓練がありこれらの総称がタッチアンドゴーと言うそうです。 

航空機の騒音訴訟 

 岩国では 2009 年 3 月 23 日に、沖合移設に矛盾する艦載機と空中給油機の差し止める訴

訟を起こしました。これまでなかった請求をしている訴訟でもあります。 

これまでの訴訟判決は被害賠償のみ認められ、飛行差し止めと将来の騒音被害は却下」

されつづけるので被害が継続し訴訟が繰り返されています。現在全国で 36,452 名の原告が

訴訟をしています。 

 最初の騒音訴訟は大阪空港訴訟だそうです。1969 年 12 月 1 日に提訴、1974 年 2 月 1

日地裁判決と 1975 年 11 月 27 日高裁判決はいずれも「飛行差し止め、将来を含めた被害

賠償が認められる」原告全面勝訴だったそうですが、1981 年 12 月 16 日最高裁判決では、

くつがえり、「飛行差し止めと将来の被害は却下」され「被害賠償」のみ認めたそうです。 

 ちなみに、「航空機騒音に係る環境基準について」は 1973 年 12 月 27 日制定です。 

表１ 全国の騒音訴訟の来歴  

 初訴訟 継続訴訟の状況 

小松基地訴訟 1975 年 9 月 16 日 2008 年 12 月 24 日第 5 次 2,227 名 

横田基地訴訟 1976 年 4 月 28 日 2012 年 12 月 12 日第 9 次 137 名 

厚木基地訴訟 1976 年 9 月 8 日 2007 年 12 月 1 日第 4 次 7,054 名 

横田基地新横田訴訟 1996 年 4 月 2013 年 3 月 26 日 905 名 

嘉手納基地訴訟 1982 年 2 月 26 日 2011 年 4 月 28 日第 3 次 22,058 名 

普天間基地訴訟 2002 年 10 月 29 日 2012 年 3 月 30 日第 2 次 3,417 名 

岩国基地訴訟 2009 年 3 月 23 日 654 名で継続中 

最も新しい騒音訴訟判決 

2010 年 7 月 29 日普天間米軍基地爆音訴訟等請求控訴事件判決 

 飛行差し止めは「第三者行為論」で棄却 

 被告（日本政府）と米軍は条約（安保条約）に基づくものであるから、条約ないし国

内法令がない限り、米軍の普天間飛行場の管理運営の権限を制限できない。 

  

爆音の違法性は認めた 

 抜本的な騒音対策を講じて違法状態を解消していない上、いまだに環境基準の基準値

も達成していない。 

騒音防止協定を遵守させ、実効ある適切な措置をとっておらず、騒音防止協定は、事

実上、形骸化している。 

 普天間判決の意味 

 判決当日は、支離滅裂な判決だと思いましたが、今は、違法な爆音の解消は「出来る

のに、していない」という判決だと思うようになりました。 

 普天間判決で違法な騒音をなくするには  

1. 米軍を制限できる条約ないし法令を作れば良い。 
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2. 違法な騒音をだす米軍機の飛行が止められないのであれば、違法な騒音を出す米軍

基地をなくすれば良い。 

駐留なき安保もあるだろう、海上基地も良い

だろう。清水建設は環境アイランド「GREEN 

FLOAT」なる、直径 3km、中央に高さ千 m の

住居タワー設け、上層部住居、下層部を植物

工場もつ浮体式海洋建築物構想を持ってい

る。（海面上昇で沈没のキリバス島に提案） 

3. 米軍機を市街地や居住地域、それに国立・国

定・公営など自然を保護する公園地域の飛行

禁止にするなどの制限をする。 

「戦後史の正体」「日米地位協定入門」「オリバーストーンのアメリカ史（映像）」など

で学んだことと、私が見聞きしたことを整理しました。 

参考文献 
＊１孫崎亨著「戦後史の正体」創元社 2012 年 8 月 10 日 1,500 円税別 
＊２前泊博盛著「日米地位協定入門」創元社 2013 年 3 月 1 日 1,500 円税別 
＊３オリバーストーンのアメリカ史（映像 NHK 放送） 

アメリカは何をしてきたか？ 

 ＊３キューバ危機（1962年 10月 14日から 28日までの 14日間）アメリカ軍部は核戦

争でソ連壊滅を計画していたが直前で世界滅亡から回避された危機。B‐52 に核爆

弾を搭載しソ連国境を飛行させ、譲歩させた。 

 ベトナム戦争での残虐行為は、一般人の虐殺、森林を破壊する枯葉作戦と奇形児の

誕生の被害を与えた。 

 ＊１1965 年 4 月 3 日ジョンソン米大統領が米大学で北爆反対の演説をしたピアソン・

カナダ首相の襟をつかみ、片手を振上げ 1 時間つるしあげた。それに屈しなかった

首相はカナダの英雄扱い 

 1989年 12月 20日パナマ侵攻、他国を武力で踏みにじる行為に国際非難がおきた。 

 イラン－イラク戦争、イランを抑えるためイラクに武器供与する肩入れをした。 

 イラクが大量殺人兵器を持っていると、あらぬ嫌疑をかけて起こされたイラク戦争、

イラクを破壊しつくした。 

 アフガン戦争 

アメリカは、日本に何をしてきたか？ 

 ＊２司法への介入 

 砂川事件（当時の田中耕太郎最高裁長官が米国と接触し判決を出していたことに、

日本の法律の最高権威者でさえと法律関係者が残念がっていました） 

 相模原演習場での農婦射殺事件 

 ＊２日米安保条約と地位協定に関係する密約 

 ＊２思い通りに運用する安保条約 

清水建設の環境アイランド構想 
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 ＊１日米経済摩擦や日米構造協議、「交渉担当者が、後ろから矢が飛んでくる、それも

首相官邸からだ」。私も、当初は日本が論理的に勝っているとの報道だったのが、米

国の思い通りのになった理由がこの本で分かった。 

日米安保を思い通りに操る、米国 

 ＊２日米安保は占領を継続し、米国が望むだけ、全国どこにでも基地を造らされる条

約でもある。 

 ＊２密約 

 米軍関係者の裁判権の放棄  

 合衆国軍隊［米軍］の財産の捜査、差し押さえ、または検証を行う権利の放棄  

 合衆国代表者に、合衆国軍用機器の事故現場における救助作業・財産の保護のため、

公有・私有財産への立ち入る権利  

 有事の統一指揮権は米軍司令官にある 

 沖縄返還時の核密約 

 恣意的な運用 

 ＊２オスプレイ配備にみられる。拒否出来ない、接受国通報（ホストネーション・

ノーティフィケーション＝米軍基地の受け入れ国への通達） 

 ＊２一度も実施されたことがない「事前協議」：村田良平元外務次官が「［安保改定

後、事前協議は］一度も行われたことはないと『村田良平回顧録』に 

 ＊２米軍用機の墜落事故処理：沖縄国際大学へのヘリ墜落事件、米兵が事故現場を

封鎖し、警察・消防・マスコミはもちろん、政府高官も排除 

 ＊２起訴前身柄引き渡しは「米軍の好意的考慮」 

 低空飛行訓練、民間ビルを標的にした攻撃訓練 

 ＊２潜水艦の浮上掲旗義務違反 

 ＊２米軍には「日本の国境」はない。 

 ＊２首都圏に外国軍がいればすぐに首都が制圧される。 

 2007 年 9 月 11 日岩国基地にヘリコプター2 機と兵員 60 名が無通告移駐した。この

ときの岩国防衛事務所でのやりとりで「米軍には日本国境がないのと同じ、こんなこ

とでは何時でも占領される。強く抗議せよ」との申し入れに、事務官は、「日本は戦

争で負けたので強く物が言えない」と答えた。 

卑屈になる、国政 

 日本は戦争に負けたから米国に物が言えない 

 ＊２アメリカが日本を守ってくれるかなどという疑念をもつこと自体、アメリカに

失礼である（元外務官僚天木直人氏が外務省でいわれた） 

 米軍がいることが抑止力 

 ＊２「思いやり予算という名」の、超法規的なお金の使用 

 ＊２米軍再編で実数不明（一説では 1 万 3 千人）の米軍撤退費用を定数 1 万 8 千人

から 8 千人移動で決定さているが、実数が 1 万 3 千人で 1 万人を残せば実際の移

動は 3 千人である。8 千人分の費用負担は不正支出にあたる。 
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米国は有無を言わせぬ力がありますが、だからと言って他の国は自民党の某首相ように

「アメリカのポチ」、米国からは「下士官」と呼ばれるような追従はしません。だから、世

界から「対米追従」「米国に追従する 51 番目の州」「日本に常任理事国を与えるのは米国に

2 票あたえることだ」と揶揄され、さげすまれるのです。 

米国に物言えぬ日本政治を象徴する言葉が、「日本は戦争に負けたから米国に物が言えな

い」「アメリカが日本を守ってくれるかなどという疑念をもつこと自体、アメリカに失礼で

ある」「米軍がいることが抑止力」です。 

尖閣列島が安保適用されるか再三確認するのはなぜ？ 

とても不思議ですが、絶えず確認しなければならない理由があるはずです。 

そして、いま、安保条約を読むと【安保条約は 6 ページから】 

 第 1 条は、武力の不行使の規定です、日本が自衛のためとはいえ、先に武力行使は

できない。すれば、安保発動の保証はない。 

 第３条は、防衛能力の相互援助（集団的自衛権）の規定ですが、米国上院のヴァン

デンバーク決議による集団的自衛権の行使と米国に協力する義務を求められている

もので、武力が不足していると言われれば、米国製武器の購入や共同開発もしなけれ

ばならない。 

 第５条は、米国の対日防衛義務の規定です、日本領域で、武力攻撃されたときは共

同防衛行動をする規定だが、自国の憲法に従う条件があり日本防衛が約束されてはい

ない。しかし、在日米軍が攻撃されたときは絶対に在日米軍を守らなければ敵対行為

とみなされるであろう。強者と弱者の関係で見なければならない。 

 第６条は、日本全土を米軍基地に提供する義務と事前協議の規定です、米軍が日本

と極東の防衛のため必要といえば、日本は国内のどこにでも米軍基地を作り提供しな

ければなりません。後段が事前協議の規定だといわれていて「岸・ハーター交換公文」

がその文書だそうです。しかし、事前協議は「これまで一度も実施されたことがない」

形骸化された規定だと言われています。 

かつてソ連が領空侵犯を繰り返していました。今は、中国政府艦船が領海侵犯を繰り返

していますが、日本は拿捕も威嚇もしていません。武力行使の制限は憲法だけではなく安

保条約にもあるからでしょう。強行措置をとらず武力衝突が起きないように領海を守る対

応を私は評価しています。 

米国は安保条約で日本を守る確約はしていない。 

米国は憲法や議会の制約があり、米国の国益の有無でどうするか決められるだろう。し

かし、逆の場合は共同軍事行動を日本は拒否できない。それこそが、強者と弱者の関係で

見るとそう見えます。 

集団的自衛権は米国の要求 

安倍自民党政権は、改憲理由を「米国から押し付けられた憲法」だからと言っています

が、同じ押し付けられた「日米安保条約や地位協定」は、変えようとは決して言いません。

だから、押付けられたからは理由になりません。改憲は「集団的自衛権」を行使するため
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で、人権と財産権の制限は兵員不足を補うための「徴兵制」と「新基地建設」が容易にで

きる布石にちがいありません。 

改憲がだめなら、憲法解釈の変更を目論んでいるようですが、憲法解釈が内閣の思いの

ままできるのであれば、９章改正（議員の３分の２以上の賛成、国民投票の過半数の賛成）

を否定することにもなります。 

憲法解釈が内閣の都合で自由にできるのであれば憲法は要らないも同然で、「9章改正」

の項は無いも同然で、憲法改正と同じです。こんなことはとても許せません。法律も自由

に解釈できるのであれば無いに等しい、そんなことをする内閣は即刻変わっていただきた

いです。法律も解釈だって自由にされます。 

4 月 28 日に主権が回復した根拠がない。 

1952 年 4 月 28 日の講和条約発効した、その日に占領を認める日米安保条約も発効して

いる、その条約は密約で新安保条約にも受け継がれています。 

安倍首相はアメリカ占領軍が撤退したときこそが主権回復の日であると肝に銘じていた

だきたいものである。 

「シビリアンコントーロールは幻想」とオリバーストーンはアメリカを評して戦争を起

こすのは軍人より政治家だといっています。  

日本国憲法の前文の末尾は「政治道徳の法則は自国の主権

を維持し、他国と対等の関係に立つのが国の責務であり、目

的を達成することを誓う」との主旨で締め括られています。 

諸悪の根源は主権を主張できない日本政府にあります。そ

こには米国の圧力と日米安保条約の存在も否定はできません

が。ですが、この精神をいかせる政府をつくることが出来れ

ば日本の主権を保つことができ、日米が対等な関係にもなれ

ます。それができれば、米軍機の騒音公害や基地問題は解決

するでしょうし、対米追従国と揶揄もされなくなるでしょう。 

それと、改憲がだめなら憲法解釈を変えるとはとんでもな

いことです。平和憲法こそ守るべきです。変えなければなら

ないのは「日米安保条約」や「地位協定」です。 
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日米安全保障条約（主要規定の解説）  

○第 1条  

【条約】 

締約国は、国際連合憲章に定めるとこ

ろにしたがい、それぞれが関係すること

のある国際紛争を平和的手段によって国

際の平和および安全ならびに正義を危う

くしないように解決し、ならびにそれぞ

れの国際関係において、武力による威嚇

または武力の行使を、いかなる国の領土

保全または政治的独立に対するものも、

また、国際連合の目的と両立しない他の

いかなる方法によるものも慎むことを約

束する。 

  締約国は、他の平和愛好国と協同して、

国際の平和および安全を維持する国際連

合の任務が一層効果的に遂行されるよう

に国際連合を強化することに努力する。 

【解説】 

国連憲章は、加盟国が従うべき行動原則

として、「その国際関係において、武力によ

る威嚇又は武力の行使を、いかなる国の領

土保全又は政治的独立に対するものも、ま

た、国際連合の目的と両立しない他のいか

なる方法によるものも慎まなければならな

い」（第2条4）としており、加盟国は、自衛権

の行使に当たる場合や国連安全保障理事

会による所要の決定がある場合等国連憲

章により認められる場合を除くほか、武力の

行使を禁じられている。第 1条の規定は、こ

の国連憲章の武力不行使の原則を改めて

確認し、日米安保条約が純粋に防衛的性

格のものであることを宣明している。  

○第 3条  

【条約】 

締約国は、個別的におよび相互に協力

して、継続的かつ効果的な自助および相

互援助により、武力攻撃に抵抗するそれ

ぞれの能力を、憲法上の規定にしたがう

ことを条件として、維持し発展させる。 

【解説】 

この規定は、我が国から見れば、米国の

対日防衛義務に対応して、我が国も憲法の

範囲内で自らの防衛能力の整備に努めると

ともに、米国の防衛能力向上について応分

の協力をするとの原則を定めたものであ

る。 

これは、沿革的には、米国の上院で 1948

年に決議されたヴァンデンバーク決議を背

景とするものであり、NATO（北大西洋条約

機構）その他の防衛条約にも類似の規定が

ある。同決議の趣旨は、米国が他国を防衛

する義務を負う以上は、その相手国は、自

らの防衛のために自助努力を行ない、また、

米国に対しても、防衛面で協力する意思を

持った国でなければならないということであ

る。 

ただし、我が国の場合には、「相互援助」

といっても、集団的自衛権の行使を禁じて

いる憲法の範囲内のものに限られることを

明確にするために、「憲法上の規定に従うこ

とを条件」としている。  

○第 5条  

【条約】 

各締約国は、日本国の施政の下にある

領域における、いずれか一方に対する武

力攻撃が自国の平和および安全を危うく

するものであることを認め、自国の憲法

上の規定および手続きにしたがって共通

の危険に対処するように行動することを

宣言する。 

前記の武力攻撃およびその結果として

とったすべての措置は、国際連合憲章第
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51条の規定にしたがってただちに国際連

合安全保障理事会に報告しなければなら

ない。その措置は、安全保障理事会が国

際の平和および安全を回復しおよび維持

するために必要な措置をとったときは、

終始しなければならない。 

【解説】 

第 5条は、米国の対日防衛義務を定めて

おり、安保条約の中核的な規定である。 

この条文は、日米両国が、「日本国の施

政の下にある領域における、いずれか一方

に対する武力攻撃」に対し、「共通の危険に

対処するよう行動する」としており、我が国

の施政の下にある領域内にある米軍に対

する攻撃を含め、我が国の施政の下にある

領域に対する武力攻撃が発生した場合に

は、両国が共同して日本防衛に当たる旨規

定している。 

第 5条後段の国連安全保障理事会との

関係を定めた規定は、国連憲章上、加盟国

による自衛権の行使は、同理事会が国際

の平和及び安全の維持に必要な措置をとる

までの暫定的な性格のものであり、自衛権

の行使に当たって加盟国がとった措置は、

直ちに同理事会に報告しなければならない

こと（憲章第 51条）を念頭に置いたものであ

る。  

○第 6条  

【条約】 

日本国の安全に寄与し、ならびに極東

における国際の平和および安全の維持に

寄与するため、アメリカ合衆国は、その

陸軍、空軍および海軍が日本国において

基地を使用することが許される。 

前記の基地の使用ならびに日本国にお

ける合衆国軍隊の地位は、1952年 2月 28

日に東京で署名された日本国とアメリカ

合衆国とのあいだの安全保障条約第 3 条

にもとづく行政協定（改正を含む）に代

わる別個の協定および合意される他の取

り決めにより規律される。 

【解説】 

侵略に対する抑止力としての日米安保条

約の機能が有効に保持されていくためには、

我が国が、平素より米軍の駐留を認め、米

軍が使用する施設・区域を必要に応じて提

供できる体制を確保しておく必要がある。第

6条は、このための規定である。 

第 6条前段は、我が国の米国に対する施

設・区域の提供義務を規定するとともに、提

供された施設・区域の米軍による使用目的

を定めたものである。日米安保条約の目的

が、我が国自身に対する侵略を抑止するこ

とに加え、我が国の安全が極東の安全と密

接に結びついているとの認識の下に、極東

地域全体の平和の維持に寄与することにあ

ることは前述のとおりであり、本条において、

我が国の提供する施設・区域の使用目的を

「日本国の安全」並びに「極東における国際

の平和及び安全の維持」に寄与することと

定めているのは、このためである。 

第 6条後段は、施設・区域の使用に関連

する具体的事項及び我が国における駐留

米軍の法的地位に関しては、日米間の別個

の協定によるべき旨を定めている。なお、施

設・区域の使用および駐留米軍の地位を規

律する別個の協定は、いわゆる日米地位協

定である。 

米軍による施設・区域の使用に関しては、

「条約第 6条の実施に関する交換公文」（い

わゆる「岸・ハーター交換公文」）（PDF）が

存在する。この交換公文は、以下の三つの

事項に関しては、我が国の領域内にある米

軍が、我が国の意思に反して一方的な行動

をとることがないよう、米国政府が日本政府

に事前に協議することを義務づけたもので

ある。  
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 米軍の我が国への配置における重要な

変更（陸上部隊の場合は一個師団程度、

空軍の場合はこれに相当するもの、海

軍の場合は、一機動部隊程度の配置を

いう。）。  

 我が国の領域内にある米軍の装備にお

ける重要な変更（核弾頭及び中・長距

離ミサイルの持込み並びにそれらの基

地の建設をいう。）。  

 我が国から行なわれる戦闘作戦行動

（PDF）（第 5条に基づいて行なわれるも

のを除く。）のための基地としての日本

国内の施設・区域の使用。 

なお、核兵器の持込みに関しては、従来

から我が国政府は、非核三原則を堅持し、

いかなる場合にもこれを拒否するとの方針

を明確にしてきている。 

 ○第 10条  

 この条文は、日米安保条約は、当初

の 10年の有効期間（固定期間）が経 

過した後は、日米いずれか一方の意 

思により、1年間の予告で廃棄できる 

 

旨規定しており、逆に言えば、そのよう

な意思表示がない限り条約が存続す

る、いわゆる「自動延長」方式である。

本条に基づき、1970年に日米安保条

約の効力は延長されて、今日に至って

いる。 

 

 

上記「日米安全保障条約（主要規定の解説）」

は、外務省のホームページから引用した。 

「外務省 安全保障条約」で検索すると出てく

る。 

 

 

参考資料 

「日米安全保障条約（新）」の全文、および「日

米地位協定」の全文と解説は、下記の文献に

掲載されている。 

  前泊博盛編著 ：本当は憲法より大切な

「日米地位協定入門」. 東京 : 創

元社, 2013.3  \ 1,500   

p.335-384 
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自由討論 

稲生 第６回までの演説で、民主主義、市

民運動、原発、戦争、そして今日は安保

の問題、基地公害の問題を話された。今

日の話は核心をついた面白い話であった

と思う。日本にはいま主権がないのだと

いう結びだった。憲法を守る、安保・地

位協定を変える、ということが最も大事

だ。日本は主権がない、日本は属国だっ

たといわれる。自立していないといわれ

る。みなさんどう思われるか。そういう

ところから議論していきたい。日本が自

立して対処していけば変えることができ

るということだろう。 

日本は自立していない 

津田 結論は、国民として主権を大事にし

ていかねばならないということだ。憲法

にそう書いてある。国民がそういう考え

になれば、そういう政府をつくっていけ

るだろう。主権があれば日米安保があっ

ても問題はないかもしれないし、地位協

定の問題も解決していけるのではないか。

でもその力がない。力がないから何も変

えられない。 

稲生 解決する力とはなにか。 

津田 たぶん日本政府として。東京へ行っ

て外務省で感じたのは、私を目のまえに

して「厚木の騒音を岩国に移して厚木の

騒音が解決する」と言ったのに、私は腹

をたてた。彼は、私はアメリカと協議し

て一所懸命やったという。その時言って

やった。「あなたがやってきたことは、汗

水たらしてやったのかもしれないが、結

局岩国市民の人権を無視して決めたこと

ではないか。それは成果ではない。もう

一回アメリカと交渉しなさい、はいつく

ばってでも頑張ってこい」と言った。一

所懸命協議したと言い訳したが、しかし

一所懸命やったからいいという話ではな

い。企業ではそんなことは通用しない。

成果がないと給料に影響してくるわけだ

から。そういうことを感じて帰った。 

主権についてアメリカを説得できるか 

平岡 主権がないという話で物事をとらえ

ると問題がずれてしまう。何故主権がな

いといわれているか、そこから考え、主

権がないといわれていることの具体的な

内容はどういうことかを考え、何故そう

なっているかを考えていく。それによっ

て問題の根源がみえてくるのではないか。

日本の防衛官僚、外務官僚が、厚木の空

母艦載機を岩国にもってくることを、ア

メリカに認めさせることだけでも、大変

なことだ。彼らは一所懸命やったつもり

なのだろう。 

厚木の艦載機を岩国に持ってくることは

何を意味するか、何故それができないの

か。アメリカが認めないのか。アメリカ

にとってみれば厚木から岩国へ移す必要

はほとんどない。日本側からみれば厚木

基地周辺の 600 万人が困るより、岩国の

周辺 60 万人が困るほうが量的にも問題

が少ないから、そちらの方が良いのでは

ないかと考えたのだろう。空母艦載機が

日本にいなければならないということの

判断を、アメリカがやっているのか、日

本がやっているのか、そこの判断がちゃ

んとできているかどうかが問題。空母艦

載機がどうしても日本にいなければなら

ないということが国民的に合意できるの

なら、どこかがひきうけなければならな

い。それが厚木か岩国かということは、

国民が議論していけばいい。なぜ艦載機

が日本にいなければいけないのかという

ことへの国民的な合意ができていないと
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いうところに問題がある。 

基地の存在は正しいのか 

稲生 その議論は、津田さんが論じたこと

と全くちがう。現状がこうだからという

ところから考えねばいけない。なぜアメ

リカ軍事基地が日本にあって、これだけ

横暴なことをして人権を無視している、

ということから考えなければ、それは解

決しない。なぜ基地があるのか、という

議論はおかしい。 

平岡 私の見方が正しいというのではない。

在日米軍が存在することはおかしくない

が、日本にいるときの素行とか行動がお

かしい、という議論になって良いのかと

いう問題なのだ。 

稲生 それも根本的な問題になる。存在す

ること自体が正しいかどうかだ。 

平岡 それも議論しなければいけない。 

津川 根本的には敗戦だ。負けたらなにも

いえない。何かいえば中国などにせめら

れる。そこには歴史的な問題がある。な

ぜ米軍が必要なのかというと中国の問題

がある、海軍力、空軍力は必要だ。台湾

問題が 20 年前におこったとき、第７艦隊

で阻止したことがある。日本以外の周辺

国のことも考えねばならない。日本のこ

とも考えねばならない。そのためには必

要である。しかしいろんな問題をおこし

た米兵の問題がある。アメリカと日本が

主従関係になっているという問題になる。

負けたのだから、属国といわれる。軍事

的にも経済的にも日本は対処できない。

経済摩擦がおこるから。そこを周知徹底

しておかないと、全部がみえない。 

主権の確保が先 

井原 敗戦国だから何もいえないといえば、

もう何も議論できない。アメリカ軍が日

本にとって必要かどうか、それは議論し

なければならないが、それ自体が議論さ

れていない。アメリカ軍が日本に必要な

のか、日本を守ってくれるのか、これだ

けの規模の基地が必要なのか、情報公開

したうえで、われわれが主権者として判

断しているかどうか。それが出来ていな

いということが問題。まずそこから主権

を確保して。主権とは外務省や防衛省が

判断することではなく、われわれ国民が

主権者として情報をもって、アメリカ軍

が必要かと判断することにある。どの程

度の米軍が必要か、空母が必要かどうか、

主権国としてその判断をしないままに、

米軍は日本を守っているという宣伝をさ

れて、抑止力と宣伝されて、何となくこ

こまできている。やはり自分のことは自

分できめる、そのことが安全保障に関し

てなされていないということが一番大き

な問題である。 

津川 国民投票をすればいい。しかしそれ

はできないだろう。 

井原 そんなことはない。それが必要なら

国民投票をすればいい。 

自立してないのは国民か 

河井 「日本が自立していない」というと

き、「政権を取っている人たちが自立して

いないのだ」という見方と、「国民が自立

していないのだ」という見方と、ふたつ

の見方がある。分離できる別のことでは

ないが、どちらが大きいのか。 

平岡 井原さんが言ったことを素直にうけ

いれたい。ただひとつだけ指摘したい。

「在日米軍が必要か、安保条約が必要か、

ということの判断ができてない」といわ

れるが、今までの経過からいえば、自民

党政権は、日米安保条約が必要で、在日

米軍が抑止力としてはたらかねばいけな

い、日米地位協定の見直しは必要ない、

というのが自民党政権がずっと言ってき

たことだ。自分たちはこれに反論してき
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たが、国民がどこまで自民党と同じ考え

をもっているか、自民党とは違う考えを

もっているか、そこにわからないところ

がある。今の政権がどう考えているのか、

国民がどう考えているかを峻別すること

はむずかしい。国民は、日米安保が必要

なのか、在日米軍が必要なのか、こんな

状態であっていいのか、という疑問はも

っていると思う。いままで自民政権のも

とでやってきたことがそのまま今につな

がっているのが現状だ。 

河井 国民は腹の底では分かっている、自

立している、ということか。 

井原 わかっているというか、保守政権の

もとで国民にしっかり知らせないで、ア

メリカと結んできた従属的な条約のもと

で、日本を治められてきた。そこでは情

報が隠されているから「日本を守ってい

る」ということがかなり利いている。基

地について問題があると言っても、多く

の人は、そうはいっても日本をまもって

いるのだから、という意見である。 

河井 最近とくにマスコミなどでそういう

ふうに報道される傾向がある。 

宣伝に飼いならされてきた 

井原 とくに尖閣の問題、北朝鮮の問題、

それで政府はますます宣伝するから、や

はり米軍はなくせない、という意見がで

てくる。さきに政府と国民をどう分ける

かという問題があったが、根底には国民

の意思がある。ごまかしをしないような

政府をつくらねばならない。今ではいろ

んな宣伝のやるままに飼いならされてい

る。本当に米軍が必要かどうかという議

論は、別にやらねばならないことだが、

沖縄にあれだけの基地があるという現実

をみただけでも、本当にあれだけの基地

が必要なのか、と率直に思う。外国の基

地が日本にあるということは、日本の何

千年の歴史のなかでこの何十年だけで、

多分あと半世紀、何十年すれば、基地も

なくなってしまう。我々の時代だけが異

質だったということになる。今が当たり

前じゃないのだ、ということを考えなけ

ればいけない。自分たちの国をどう守る

のか。アメリカ軍を利用して守るという

のか。そういうことならそれでもいいが、

議論して、政府を含めて自分たちが主体

的に決めるということをやらねばならな

い。その主権が確保できてないというこ

とは、大きいと思う。 

津田 私は今回安保条約について勉強した

が、軍事戦略上の問題も別にあるが、在

日米軍の位置づけとか、ひとつには日米

安保が作られたのは、朝鮮戦争の最中だ

った。その当時、日本の旧軍人を朝鮮戦

争に駆り出すために警察予備隊をつくっ

た。そのとき日米安保をむすんで、予備

自衛隊をつくった。朝鮮戦争をやるため

に急遽つくったのではないか。いまの韓

国には在韓米軍がいる。韓国、アメリカ、

北朝鮮は休戦しているが、いまだに戦争

状態。在韓米軍の後方基地が日本だ。そ

れまではソ連をおさえるために必要だっ

た。基本的には在韓米軍の後方支援部隊

が在日米軍。だから極東という言葉が大

事。韓国に救援にいかねばならない、そ

のとき日本の基地が使えないということ

では困るから、極東という言葉を使う。

今は中国があるから、中国を相手に想定

するとあまりに近い。一斉に基地をたた

かれたら困るから米軍再編する。日本を

守るためじゃない。それは安保条約でわ

かる。米軍が守るということは、政府も

一切言わない。そう思っているのは、そ

う思いこまされているだけだ。それは原

発の安全神話と同じだ。思いこまされて

いる。もし日本と中国が戦争しても、米
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軍はおいそれと日本に加担することはし

ない。国民的合意がないとアメリカは動

かない。その背景をみないと安保条約は

語れない。しかも強者と弱者の関係だ。

国際会議で約束したなどと報道されるが、

約束を守らないことは沢山あるから、そ

れを信じてはいけない。自己の都合で動

く。同じ考えにはならない。その点、ア

メリカは典型的だ。 

平岡 根源的な議論があった。日本の安全 

をどう守るかということを考えていかね 

ばならない。津田さんが指摘しているこ 

とをみると、どこを出発点にして議論し 

たらいいのか。日米安保はいますぐ変え 

られない。在日米軍もいますぐなくする 

わけにはいかないというのが、国民の一 

般的な認識だろう。在日米軍がいること 

を前提として、われわれは主権者として 

何を訴えるのか、というのなら議論が深 

まるかもしれない。 

井原 まず根源的な議論を。 

津田 日米安保とか在日米軍はそう簡単に

は整理できない。むずかしいだろうが、

主権を主張するのは、根性と意思を示せ

ばできる。できることはやらねばならな

い。 

平岡 形式的にいえば、１年まえに通告す

れば日米安保は破棄できる。破棄を議論

してもかまわない。しかし破棄を国民が

納得するかどうか、むずかしい。 

河井 安保条約を今破棄することはできな

いという理由は二つある。ひとつは軍事

的な理由。自衛隊だけでは中国に侵略さ

れても守りきれないと。もうひとつは、

アメリカに見捨てられると日本は経済的

に生きていけなくなる、という理由。経

済的に日本はアメリカにぶらさがってい

るようなものだ、そういう事情があるの

ではないか。経済的に離れられないもの

があって、それが自立性をそこなってい

るのではないか。 

井原 軍事的な問題とか、経済的問題とか

いろいろある。ここにいる人たちのなか

でもいろんな意見がある。いずれは日米

安保をなくしたほうがいいという意見も  

 あろう。軍事的な関係を将来的にどうす

るかを議論しておかねばならない。 

河井 それをここで議論しようと考えてい 

る。 

井原 ここだけでなく、国民的な議論をつ 

くさないといけない。政府が情報開示を

して、われわれと一緒になって考えてい

く政治をつくっていかないと。今の自民

党政権ではそれはできない。国民的な議

論にもならない。私は基地は将来的には

なくさねばならないと考えているが、国

民が選択するのであれば、将来も必要と

いう意見が多ければ、日本の選択として

しようがない。国民が選択することだ。 

河井 鳩山さんがアメリカだけでなくアジ

ア、中国とも対等にやっていかねばいけ

ないといった。平岡さんも論文を書いた。

それがだんだんしぼんできた。それが尖

閣諸島問題にむすびついてきている。 

平岡 いろんなつながりがあった。言って

いたことはまちがっていなかった。東ア

ジア共同体的なものを作って行こう、ア

メリカともアジアともバランスをとった

三角形の外交、両方に軸足を置いた外交

をしようといった。しかし現実には、ア

メリカ同盟を進化させることを主張する

グループに主導権をとられた。アメリカ

のジャパン・ハンドラーといわれる人た

ちは、日本がアジアの方に向かうことを

嫌っていろんなことをやってきた。日、

米、アジアの３者の対等な関係をやって

いこうというグループは、理論的、実務

的基盤をつくることができなかった。 
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河井 津田さんの自立というのは、正三角

形、あるいは二等辺三角形をつくれば自

立に近くなるということなのか。 

津田 それはまだわからない。ずっと前に

榊原さんがアジア IMF 構想をたて、それ

がアメリカにつぶされた注記 1)。アメリカ

はどこへいっても自分が真ん中に座って

いないと気が済まないということをやっ

てきた。だから日本がアジアの IMF 構想

をやってきたことは、アメリカにとって

は困ることで、だからつぶしたのだとみ

ている。 

ひっかきまわすアメリカ 

河井 アメリカはアジア IMF をつぶした

かった。日本はなぜアメリカの方針に従

ったのか。 

津田 アジア IMF を作ろうとした。IMF

はアメリカが牛耳っている注記 2)。それと

似たようなものを作って、日本がアジア

で発言力をもつということは、アメリカ

にとっては許せないことだったのだろう。

東南アジアで同じことをやろうとしたと

きも、アメリカが入ってきてまぜくりか

えした。TPP もそうだ。それがアメリカ

だと思う。 

河井 アメリカがそうしたくても、日本が

ノーといったらいいのではないか。言え

ないのだろう。言えない人は誰なのか。 

井原 政界にも官僚にも沢山いる。民主党

政権にもそういう人が力をもって、とう

とうそれがなくなってしまった。 

望まれる政治家 

河井 自立していないのは誰か、というこ

ともそれに関わって来る。 

井原 それは政治家と官僚たちだ。 

朝井 （自己紹介：昨年度から愛媛大学に

赴任。その前は神奈川県で厚木基地のそ

ばで暮した。米軍基地の騒音について社

会学的観点から研究、今岩国基地の研究

をして、本や論文を書いている） 

ものが「言えない」のと「言いたくない」

とは違う。言えないことと言いたくない

ことは違うことだが、多分ふたつは重な

っている。相手の反感を買うだろうと感

ずる。言うのは強い意思が必要。日本は

アメリカの属国であるということだろう。

それに甘んじていたのは、属国のほうが

得だという意見もあった。ものごとを変

えたくない、アメリカの反感をおこした

くない。経済的理由も大きい。軍事的依

存だけでなく経済的な依存関係がある。

摩擦をおこして不要な反発をうけて、日

本経済の停滞をまねくと、経済界からの

反感をうける。その時代から結果として

戦後体制ができあがって、それを現在ま

でずるずるひきずってきた。 

相互依存の関係へ 

河井 日本が経済的に自立しておれば、ア

メリカの機嫌をそこねても、そんなにピ

リピリしないはずだ。 

朝井 経済は相互依存の関係だ。 

河井 ドイツは EU 体制になって経済的に

強大になった。朝井さんはシュパンダー

レム基地が強化されてきたと書いたが、

この数年はあの基地も縮小している。基

地縮小がなぜできたのか。日本でなぜで

きないか。それは経済的な自立性の問題。

ドイツには、アメリカにぶらさがらない

でも、ヨーロッパだけでやっていける自

信がある。日本はなぜアメリカの機嫌を

そこねては困るのかという点を、もうす

こし掘り下げて考えて行く必要がある。 

平岡 相互依存関係といえば、経済的には、

既に、日本とアメリカよりも日本と中国

の関係のほうが大きい。しかし日米関係

を損ねることを、日米間の経済が冷え込

むことを、経済界は恐れている。日中の

あいだで尖閣問題で経済関係が冷えこむ
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ことにたいして、日本の経済界の人はそ

れを恐れていることをあまり表に出して

いない。そこには、日本とアメリカの間

には、軍事や経済でなく、日本の友達は

アメリカしかいない、そういう精神的異

存関係がある。アメリカの軍事基地は許

せるが、中国の軍事基地が日本にきたら

許せない、と日本人は思っている。 

津川 2010 年、尖閣諸島に漁船がきた。こ

れがどんどん沖縄まで来る。中国国民は

わからないから、われわれの領土だと考

える。中国は経済的に大事なものだ。軍

事的にも拡大している。今の問題は日米

安保。経済的、軍事的に補完している。

アメリカ基地があるからだという。いい

かわるいか。アメリカだけではなく、中

国も必要。安全に戦争しないような仕組

みをとろう。安保はどういうものかを知

らせるには国民投票するとよい。 

朝井 国民投票をして日本に米軍基地が必

要かどうかを問うという。学生に米軍基

地問題について書かせると、自分は米軍

基地の近くに住んでいない、基地はひど

いとは思うが、沖縄や岩国の人にはすま

ないが、自分の家の近くに基地ができる

といったら反対する，などと書く。沖縄

の人にはすまないが、日本には米軍基地

が必要だという、幻想というか、神話に

近い、そういう意識が学生には強い。だ

とすると現状維持になる。そうすると、

岩国とか沖縄の人たちに我慢していただ

くということになる。 

津川 岩国の人は基地に賛成する。基地が

あると儲かる。経済的に岩国がもうかる。

そういうことを考えて基地が必要なのか、

国として必要か、市として必要か、考え

ていくことが必要。 

平和を物差しにして 

稲生 堂々巡りになる。津田さんは結論と

して、安保、地位協定の実態は変えなけ

ればならないという。変えるためには何

をするか。これは憲法との整合性のもと

に考えることも必要。日本国憲法には平

和、という大きなことがある。これがど

うかかわっているか。安保や地位協定は

それを全部ふみにじる方向だ。現状がこ

うだからというのでなく、憲法の平和主

義にてらして現状をどう守っていくか、

と考える必要がある。 

河井 憲法そのもの、物差しを変えようと

いう流れがでてきた。この物差しをなく

してはいけないということを納得させて

からでないと議論しにくい。 

稲生 だから、国民投票などをやって議論

をおこしていくことも必要。 

岡田 この前、私が話したような太平洋戦

争を検証していない。若い人にきくと、

日本とアメリカが戦争したことを知らな

い。今のじいさん、ばあさん、今の大人

に期待しても無理だと思う。私たちは、

知らないままにやらされた。広島では平

和学習をやっており、これを風化させて

はいけないと言っている。今の高校生な

どにどう考えるかを聞いて、安保条約や

原爆を必要と思うかどうかを聞く。太平

洋戦争の史実を知らせて考えさせ、彼ら

に日本のこれからの行くべき道を考えて

もらわないと。老人が考えてもどうしよ

うもない。若者に日本がやってきたこと

を教えて、これを考えさせる。史実を若

い人にしらせて判断してもらい、日本の

進路をきめてもらう。それしかない。私

たちがどうこう言っても、若い人が知ら

ねばどうしようもない。 

河井 岡田さんの教育論はそういう「大人

はもうだめだ」というところから出発し

ている。それではあまりに情ない。 

井原 教育の内容をきめるのも大人だ。 
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平岡 誰が教育の中身をきめるのか。今、

責任ある大人が共鳴できるような人が教

育をやっているのだろうか。 

岡田 広島の被爆体験者、沖縄の戦争体験

者が発言しなければいけない。長崎の平

和式典で、おばあさんが自決しなかった

ので、私が今日結婚できる、自決しなか

ったのを嬉しく思うと言った人がいる。

事実を子供たちに知らしめて考えさせ、

判断してもらうというのが私たちの責任

だと思う。 

津田 尖閣で漁船の話がでた。あの事件で

何があったのか。平岡さんに聞きたい。

中国の漁師を逮捕したが、中国がスパイ

容疑で日本人を逮捕した。そしたらすぐ

漁民を釈放した。このとき何がおこった

のか。中国には駐在員が何万人もいる。

中国は独裁国家だから、スパイ容疑で日

本人をいくらでも逮捕できる。それを恐

れて経済界が政府に泣きついた。そうい

うことがあったのではないか。 

平岡 その１年後に、法務大臣として閣僚

にはいったが、あの問題はかなりトップ

シークレットで処理されたという印象だ

った。尖閣上陸問題には自民党政権時代

に前例もある。日本は不法入国で強制送

還するだけだった。今回は、逮捕して起

訴するかどうか地方検察庁で調べた。そ

のやり方は、前原誠司氏が国土交通大臣

として、海上保安庁の職員に、いままで

のようなルーズなやりかたではいけない、

正すべきは正すという立場で激励にいっ

た。今までにない強硬なやりかただった。

このとき日本が国内法を適用して強硬に

やったことに、中国が反発した。その当

時は、私が、内閣府副大臣として遺棄化

学兵器処理の開所式典で中国へ行った直

後のことだった。 

日本の経済界に「早くやれ」という意見 

があったのかもしれない。那覇地検が独 

自の判断で不起訴で送り返すことをした。 

那覇地検が独自にやったのか、最高検か 

ら指示がいってやったのか、それもわか 

らない。 

自民党政権時代は、尖閣は日本の固有の 

領土であることを主張せず、侵犯問題が 

おこったら大きく問題にならないように、 

強制送還だけですませてきた。それを民 

主党が真面目にやった。そのうえ、石原 

慎太郎氏が中国を刺激する「尖閣の都有 

地化」を主張し、混乱を避けようとした 

野田政権による「尖閣の国有化」で胡錦 

濤氏の顔をつぶすような形になった。 

津田 尖閣諸島には資産価値があるのか。 

平岡 地下資源と漁業権がある。石原氏は

利権のことはあまり考えていない。中国

と日本をもませたいだけだ。 

津川 尖閣諸島をちゃんとしようとすれば、

ハーグへ行くしかない。漁船の船長は酔

っ払いだった。ちょっとしたことで紛争

がおこる。ある程度境界をはっきりして

おかないと。 

平岡 竹島問題は、日本が韓国に対し国際

司法裁判所（ハーグ）でやろうといい、

韓国は実効支配しているからそれはしな

いという。  

津田 尖閣は日本が実効支配しているのだ

から、がたがたいう必要はない。 

三流の日本の政治家 

井原すがこ 国民投票をすればよくわかる

というが、抵抗感がある。一番の問題は、

外務官僚も防衛官僚も、安保条約はある

というところで、それを変えたくない。

それを変えるチャンスは政治家にもあっ

た。アメリカから自立して、二等辺三角

形にしてやることができた。しかし日本

の政治が三流だったからやれなかった。

官僚の手法でやられ、そのままでいたい、
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という方針でつらぬいた。国民の意識を

変えることも必要である。官僚の態勢を

知る人から、政治の頭打ちがわかる人か

ら意見を聞いて、小さい運動でもおこし

ていかないと、諦めたらそれでおしまい。 

国民投票をしたら過半数になるとは思わ

ないが、ひょっとしたらそうなるかもし

れない。市民革命のように血を流さない

政治でやったから、政治にたいする期待

もなく、諦めもある。大日本帝国万歳と

いう人も多い。軽々に国民投票をやると

いうのは問題だと思う。 

津川 国民投票でなく、アンケート調査で

もよい。 

井原すがこ アンケートでそうだったら、

ああそうですか、ということになる。 

津川 アンケートは参考にするということ

だ。 

津田 さっきから言ったのは、戦後の自民

党政権は原発の安全神話と同様、安保条

約があればアメリカが守ってくれる、そ

う思いこませてきた。国民はそれを見抜

く目をもたねばいけない。日本は外交が

下手だった。ロシアに領土返還の交渉を

するのに金をつかわされた。カラフトの

ガス田をとりあげられた。自民党政権の

外交は失政の山だ。それを見抜く目が必

要。安保を変えるのも難しい。今あるレ

ールの上を走ることにしたがる。エネル

ギーを与えるのは国民だろう。安保条約

は１年で変えられる。変えるのは大変だ

が、破棄するのは簡単だ。 

河井 今、安保条約を変えないという方向

へどんどん進んでいる。 

津田 ここに基地があるのは、アメリカの

大きな利権だ。集団自衛権の指揮権はア

メリカがにぎっている。 

河井 アメリカに依存しなければならない

というのは、神話とか、気持の問題なの

か。気持や考え方を変えればそれでいい

のか。他に変えなければならない要因が

あるのではないか。 

井原 もう少し具体的なことを考えたい。

爆音訴訟でも普天間訴訟などで違法だと

判決されている。国が改善する義務がみ

とめられたのだろう。 

津田 国は改善しないで放置しているとい

う。 

司法に判断を 

井原 放置しているから賠償責任がある。

裁判では国にその責任あるとなっている。

国は改善する努力をしなければいけない。 

 岩国の爆音訴訟の特徴は、艦載機移駐を

中止することもはいっていることだ。騒

音改善義務が国にあるとすれば、違法状

態が移駐で倍加される。艦載機移駐は米

軍の違法というより日本政府の違法性で

ある。そういう論点をいうべきだ。アメ

リカ軍は日本中でオスプレイの訓練がで

きると思う場合も多いが、そうではない。

安保条約、地位協定の規定により、基地

として提供されているからだ。訓練区域

も、日本政府が提供する手続きが必要だ

と思う。オスプレイの低空飛行を行って

いることを、最近になってやっとアメリ

カ軍が認めた。この訓練区域は政府が正

式に提供したものではない。違法な訓練

だ。それも裁判でやるべきだと思う。 

平岡 私も同じ問題意識で議員として発言

してきた。米軍機の飛行訓練はもともと

基地間移動といわれた。ある時から、「飛

行訓練は、日本が基地を提供している限

り、合理的範囲内のものは許される」と

日本政府が認めた。東京の高層ビルの上

を飛行訓練することがいいか、問題だが、

オスプレイがブラウンルートなどで飛行

訓練することには説明もつくと考えられ

ているから、それを裁判ではっきりさせ
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ることは必要だ。 

井原 これは合理的であるか。違法という

かもしれない。司法に訴えると、違法判

決をするかもしれない。オスプレイには

そういうことも必要。基地間移動だから

どこでもできるという。法律的には詭弁

である。司法の判断をもとめることは必

要だ。 

津田 被害が大きくなると、予見されるこ

とを行うのはおかしい、というのが出発

点だった。しかし裁判では、今被害が出

ていることしか争えないと言われる。将

来の被害賠償が認められない。だから被

害が続く。司法の判断は庶民の感覚と乖

離（かいり）していると思う。 

井原 問題があるという判断は示される。

オスプレイは政府解釈自体が二転してい

る。基地間移動で説明できなくなって、

何でもできるようにした。基地を提供し

ているのだから基地のなかで訓練すべき

だ。どこでやってもいいというものでは

ない。中国山地などは訓練地域として提

供されていない。 

津田 安保条約には密約や、書いていない

こともある。安保条約を上回るような日

米共同声明も出ている。それまで含めて

理解しなければいけない。だから条約を

読んでもわからない。安保条約の条文は

あってないようなものだ。 

平岡 オスプレイは、国民の生命、安全に

かかわるようなことであるのだから、国

内法規を整備して、日本政府もアメリカ

に対して言えるようにしなければいけな

い。それはむずかしいことだが、声を大

にしたい。 

津田 普天間判決は、そういうことがかか

れているのは大きいことだと思う。 

井原 基地の外のことは日本の法律を適用

できる。 

朝井 航空法は適用除外とされる。 

井原 地位協定によって認められる場合、

航空法は適用除外になる。それ以外は航

空法を適用できると考えられる。それを

無視して勝手に飛行することは許される

とはいえない。 

津田 アメリカが言ったらことわれないの

だ。弱者は守らねばならないが、強者は

そんなことはどうでもいいことになる。

戦後だんだん、制限がそがれてきた。今

にいたっては何でもできる。 

朝井 もともと何の制限もなかった。各基

地周辺の住民がうるさいなどいって、飛

行協定や日米環境管理基準のようなもの

を作ったりした。米軍基地を含んだかた

ちで規制するようになった。爆音訴訟も

影響がある。70 年代に航空機騒音に係る

環境基準ができた。 

津田 日本の港湾は自由に使えるようにし

た。活動範囲を広げることをやってきた。

その最後が集団自衛権だろう。港湾、基

地も自由に使えるようにするのだろう。 

岡田 砂川闘争のとき宮崎善右衛門さんは

住民の側に立って戦った。市民の代表者

がたたかえば、アメリカも無視できない。

市民の代表者が住民側に立ってやってほ

しい。そういう市長を出さねばいけない。

民主主義が大事だということを若い人に

教えていかねばならない。 

平和教育の必要性 

朝井 平和教育は私も受けた。神奈川は平

和教育がさかんだった。その小学校の真

上を米軍機が飛んでいたが、米軍基地に

ついて教わったことはない。過去の戦争

と現在の基地の問題とどうつながるのか、

それが教えられていない。基地がどうい

うように教えられているのか。 

岡田 それをやらなければいけない。 

津川 学校では近代史は教えていない。 
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井原 政治を教えなければいけない。民主

主義など。 

井原すがこ 今高校で日本史は必修ではな

いだろう。 

岡田 遣唐使などの歴史をやっていて、昭

和 20 年に何があったかは教えていない。 

朝井 自分の今の生活とむすびついたこと

を教えていない。 

津川 岩国でも 8 月 14 日に空襲があった。

それを知らない。 

岡田 サイパンで戦死したことを中学生が

調べて、現地に見に行ったという例もあ

る。何でもいい、事実を興味もって調べ

るように教えていかねばいけない。 

稲生 とにかく変えなきゃいけないという

ことは一致している。どういう道筋でか

えていけるかはなかなか難しい。教育、

啓蒙、政治、地方自治などの学習もほと

んどなされていない。この会としては「啓

蒙」ということを挙げている。政治問題、

手法問題について政治専門家にはぐらか

されたようだが、今の司法は、行政・立

法の従者になって判決しているようだ、 

三権分立ができてない。いい政治家を求 

めるというが、どういう政治家を求める

か。今の政治家はめちゃくちゃだ。 

 そういう意味で、６－７回演説をやって

きたが、河井さんから「中間総括をして

みたい」という意見が出た。次回にそれ 

をやることにしていいか。 

日本の主権をめざして 

河井 そのまえに、津田さんに、今日の演

説の結論である「自立性」や「主権」は

どうすれば確立できるかについて、現段

階での考えを聞かせてほしい。 

津田 その答えがあればもう実現している

であろう。憲法に書かれていることを、

行政を仕切る人が気概を持ってあたれば

できると思う。今、走っている道をかえ

るのが大変なことは知っているが、やら

ねばならない。アメリカのいいところは、

軍事費を削減するといえば削減する。財

政再建が必要といえば劇的に実行する。

日本はほんの小さなことも実行できない。

その違いが大きい。自分のところは困る

が、よそならいい、自分は負担したくな

い、という考えが日本人にあるのではな

いか。それが問題なのだと思う。

注記 

1. IMF  国際通貨基金（こくさいつうかき
きん : International Monetary Fund）
は、通過と為替相場の安定化を目的とし
た国際連合の専門機関。本部はアメリカ
合衆国のワシントン D.C. 2011 年 9 月の
加盟国は 187 ケ国。（Wikipedia, 2013.8. 

29 参照） 

2. アジア IMF  アジア通貨基金（アジアつ
うかききん : Asian Monetary Fund, 

AMF）はアジアにおける通貨基金。国際

通貨基金（IMF）のアジア版にあたる。 

1997 年のアジア通貨危機の際、日本は 40
億米ドルの資金調達によってアジア各国
を援助した。この成果を踏まえ、日本は
AMF 構想を打ち出した。榊原英資らの説
得の結果、韓国と ASEAN の賛同は得ら
れたものの、米国と中国が反対を表明、
AMF 構想は頓挫することとなった。 
（Wikipedia, 2013.8.29 参照） 
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